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国保老人の外来受診者１人当たり医療費 
府川 哲夫∗

 
１． はじめに 
平成 14 年度老人医療事業年報によると、2002 年度における老人医療受給対象者は人口の

12.5％で、その医療費総額は 11.7 兆円（GDP の 2.4％，国民医療費の 37.7％）であった。老

人医療費の 82.8％は診療費で、その内訳は入院 52.70％、入院外 42.65％、歯科 4.65％であっ

た。１人当たり老人医療費を都道府県別にみると、最も高い福岡（90.5 万円）が最も低い長野

（59.6 万円）の 1.5 倍であった。 
1997 年 9 月から患者負担として外来薬剤費の一部負担が導入された。しかし、老人医療に

関しては 1999 年７月から薬剤費の患者一部負担が国庫によって肩代わりされることになり、

2001 年 1 月からこの薬剤一部負担は廃止された（2003 年４月からは老人医療以外の薬剤一部

負担も廃止された）。このような状況の中で、国保の老人医療受給者を対象に 1997 年９月前後

及び 1999 年７月前後における外来医療費の動向を調べることを目的に外来レセプトのデータ

セットが収集・分析された（注１）。 
 本稿は上記データセットを用いて、１）レセプト１件当たり医療費と受診者１人当たり１か

月医療費の対比；２）６か月間の受診状況に基づいた受診者分類別外来医療費の地域差；３）

外来受診者の中で死亡した者の割合及びその医療費の生存者との対比、を分析することを目的

とした。レセプトはそもそも１か月単位のものであるが、近年のレセプトデータを用いた分析

では、１人の患者の治療開始から終了までのエピソード単位で分析する必要性が高まっている。

本稿も、観察期間を１か月から６か月に伸ばしたり、医療費をみる単位をレセプト１件当たり

から受診者１人当たりに変えたりして、不十分とはいえ「エピソード単位の分析」の方向を目

指したものである。 
 
２．使用データ 
 1999年４月から９月までの 12市町村の国保老人の外来レセプト及び調剤レセプトを使用し

た。外来レセプトの件数は平均して１か月におよそ 37 千件であった。外来レセプトは調剤レ

セプトのない「院内」と調剤レセプトのある「院外」とに２分されるが、院外レセプトの場合

でも外来医療費には調剤レセプトの費用が含まれている。受診者ごとに外来レセプト（調剤レ

セプトも含む）を名寄せすると、受診者１人当たり外来医療費が集計される。１か月医療費の

算出の際、受診が無かった月は分母・分子から除いている。 
1999 年４月から９月までの６か月間に１度でも外来受診した者を、６か月の受診状況によっ

て次のように区分した。 
受診者分類１：受診者分類２以外で各月のレセプトが１件又は０件の者 
受診者分類２：毎月レセプト１件の者  
受診者分類３：受診者分類１・２・４以外で各月のレセプトが２件又はそれ以下の者 
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受診者分類４：各月のレセプトが２件又は３件の者（毎月２件及び毎月３件も含む） 
受診者分類５：受診者分類４以外で各月のレセプトが２件以上の者 
受診者分類６：それ以外の者 

この分類は、６か月間の各月のレセプト件数の状況に着目して、外来サービスを受ける頻度別

に外来受診者を区分しようと試みたものである（ただし、受診者分類６は解釈不能）。 
地域差をみる場合には、12 市町村を受診者１人当たり１か月医療費の高低によって次の３地

域に分けた（図１）。 
  g1：１，２，９，１１ 
  g2：３，４，５，７，８，１０，１２ 
  g3：６ 
12 市町村の平均はレセプト１件当たり医療費においても、人口１人当たり年間医療費において

も概ね全国値に近似していた。12 市町村のレセプト１件当たり医療費は３区分によってきれい

に分類されているわけではないが、３地域に分類された 12 市町村の受診者１人当たり１か月

外来医療費には明らかな地域差がある。 
１か月当たりのレセプト件数は g1：12 千件、g2：21 千件、g3：4 千件であった。1999 年

４月～９月の６か月間における受診者数は月平均 24.7 千人（のべ 148 千人）で、これを地域

別にみると g1：7.7 千人、g2：14.5 千人、g3：2.5 千人であった。この６か月間の受診者数（重

複を除く）は 29.2 千人で、地域別には g1：8.9 千人、g2：17.3 千人、g3：3.0 千人であった。

また、29.2 千人のうち毎月受診した者は 19.6 千人（67％）であった。年齢は 1999 年４月の年

齢を用いた。 
 

図１．12市町村の１か月外来医療費：1999年

     受診者１人当たり医療費(千円)
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表１は1999年４月～９月の１か月平均(a)及び６か月間(b)における外来受診者のレセプト件
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数分布を示したものである。受診者当たり１か月平均レセプト件数は 75-79 歳で最も多く、地

域別にも差があった（表１a）。表１b によると、受診者の 50～60%は月平均のレセプト件数が

１又はそれ以下で、受診者の 30%以上が平均して月に２件までのレセプトを持っていた。それ

以上受診している人の割合は 85 歳以上で 8%、75-79 歳でも 16%であった。このように、６か

月間のレセプト件数が６件又はそれ以下の人が 51％と半数を占めたが、この割合は 75-79 歳で

最も低く（48％）、85 歳以上で最も高かった（61％）。g1 と g2 を対比すると、13 件以上の割

合が g1 で多く、６件未満が g2 で多かった（表１b）。 
 

表１．外来受診者のレセプト件数分布：1999年，外来

（ａ）１か月間（レセプトのない月は対象外）
レセプト件数分布

（件） 計 70-74 75-79 80-84 85+ g1 g2 g3
１か月平均レセプト件数（件） 1.54 1.56 1.59 1.53 1.39 1.60 1.50 1.58
レセプト件数分布(%) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
   １ 61.2 60.1 58.4 61.1 70.2 58.4 63.0 59.1
   ２ 27.3 27.5 28.7 28.0 22.6 28.0 26.7 28.2
   ３ 8.7 9.3 9.5 8.5 5.6 9.9 8.0 9.3
   ４以上 2.9 3.1 3.4 2.4 1.6 3.7 2.3 3.3

（ｂ）６か月間
レセプト件数分布

（件） 計 70-74 75-79 80-84 85+ g1 g2 g3
６か月間平均レセプト件数（件） 1.30 1.31 1.37 1.31 1.14 1.38 1.26 1.30
レセプト件数分布(%) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
   １－５ 25.3 26.1 22.8 23.1 30.2 21.7 26.8 27.4
   ６ 25.5 23.6 24.9 26.7 31.2 26.0 26.1 20.7
   ７－１２ 35.4 35.7 36.5 37.0 30.8 35.7 35.0 37.2
   １３以上 13.8 14.6 15.8 13.2 7.9 16.6 12.1 14.8

（注）「６か月間平均レセプト件数」はレセプトのない月も含めた１か月当たりの平均レセプト件数。

年齢階級別 地域グループ別

年齢階級別 地域グループ別

 

 
３．結果 
（１）受診者１人当たり１か月外来医療費 
  年齢階級別に受診者１人当たり１か月医療費とレセプト１件当たり医療費を対比すると図２

のとおりである。レセプト１件当たり医療費は年齢階級の上昇とともに単調増加したが、受診

者１人当たり医療費は 70 歳以上計でレセプト１件当たり医療費の 1.5 倍であり、年齢階級別

には 80-84 歳でピークとなり、それ以降ゆるやかに低下している。受診者の３分の２は 1999
年４月～９月の間毎月受診しており（以下、「毎月受診者」と呼ぶ）、彼らの１人当たり医療費

は受診者全体より 7～8%高かったが、年齢パターンは同じであった。薬剤費をみてもレセプト

１件当たりと受診者１人当たりには違いがあった。レセプト１件当たり薬剤費は年齢による変

化が少なく、受診者１人当たり薬剤費は 75-79 歳がピークで、それ以降低下した。受診者１人

当たり１か月医療費を男女別にみると、90 歳以上を除いてほぼ同形で、各年齢階級で男の方が

女より 10％程度高かった（図３）。受診者１人当たり１か月医療費を地域別にみると、g1 では

年齢階級の上昇とともに増加し、g2 では 80-84 歳でピークとなり、それ以降低下した（図３）。

この図から外来医療費の高い地域は各年齢階級で高く、しかも、年齢階級の上昇とともに増加
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し続けている可能性が示唆される。なお、g3 では年齢階級による差が少なかった。 
 

図２．レセプト１件当たり医療費VS受診者１人当たり１か月医療費：1999年，外来
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図３．受診者１人当たり１か月医療費：1999年，外来
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（２）受診者分類別受診者１人当たり医療費 

70 歳以上で受診者分類別受診者分布をみると、受診者分類１が 20.7％、受診者分類２が

22.8％、受診者分類３が 29.4％と、これら３つで全体の 73％を占めた（表２）。受診者分類１

の割合は 75-79 歳で底となり、それ以降増加した。一方、受診者分類３～５の割合は 75-79 歳

でピークとなり、それ以降減少した。g1 と g2 を対比すると、受診者分類４～５の割合が g1
で多く、受診者分類１の割合が g2 で多かった（表２）。受診者分類１から５の順に外来受診の
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頻度が高まっていると考えられる。 
 
表2．外来受診者の受診者分類別分布及び平均レセプト件数：1999年，外来

受診者分類
計 70-74 75-79 80-84 85+ g1 g2 g3 計 g1 g2 g3

計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1.30 1.38 1.26 1.30
1 20.7 21.1 18.4 19.4 25.5 17.1 22.4 21.7 0.46 0.45 0.47 0.44
2 22.8 20.8 22.1 24.0 28.8 23.6 23.2 17.6 1.00 1.00 1.00 1.00
3 29.4 29.7 29.8 29.4 27.8 29.0 29.4 31.3 1.26 1.26 1.26 1.22
4 10.1 10.0 11.4 11.0 7.0 11.6 9.4 9.3 2.27 2.28 2.27 2.27
5 4.7 5.1 5.6 3.7 2.5 6.2 3.8 5.3 3.32 3.35 3.30 3.31
6 12.3 13.3 12.7 12.4 8.4 12.6 11.8 14.7 1.84 1.85 1.84 1.77

年齢階級別 地域グループ別
平均レセプト件数受診者分類別分布
地域グループ別

 
 

地域計の受診者分類別受診者１人当たり１か月医療費は各年齢階級とも受診者分類１，２と

３，４，５の順に高くなり、その間に歴然とした違いがあった。つまり、年齢による変化は少

なく、受診者分類間に大きな差があった（図４a）。薬剤費にも同様の点が指摘され、医療費に

占める薬剤費の割合は各受診者分類とも年齢による変化は少なく、受診者分類間でも大差はな

かった（最小が受診者分類１の 33％、最大が受診者分類２の 41％）。受診者分類ごとに地域差

をみると、どの受診者分類でも g1 が最も高く、g2 が地域計をやや下回っていた（g3 は常に最

も低かったが、図 4b では g3 を省略）。 
 
 
図４．受診者分類別受診者１人当たり１か月医療費：1999年，外来

（ａ）地域計
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（ｂ）地域別
受診者分類１，４ 受診者分類２，５
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地域ごとの年齢階級別受診者１人当たり１か月医療費は、年齢階級別の受診者分類別分布と

受診者分類別１人当たり１か月医療費の積和で計算される（図５のオリジナル）。これに対して、

地域に固有の受診者分類別分布を使わずに地域計の分布を用いる補正（受診者分布補正）及び

地域に固有の受診者分類別１人当たり１か月医療費を使わずに地域計の値を用いる補正（価格

補正）を行った結果が図５に示されている。この図から受診者分布の補正を行っても地域差は

あまり変わらなかった（g1 と g2 の差は少し縮まった）が、価格補正を行うと地域差はほとん

ど解消することが示された。 
 
図５．受診者１人当たり１か月医療費の補正：1999年，外来

オリジナル 受診者分布補正 価格補正
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（３）外来死亡者 
  外来受診者の中で 1999 年４月から９月の間に死亡した者は 91 人で、外来受診者に対する１

年間の外来死亡者の割合は 0.6%（70-74 歳：0.26%、75-79 歳：0.38%、80-84 歳：0.56%、85-89
歳：1.4%、90 歳以上：4.3%）であった。外来死亡者の１日当たり医療費は外来受診者全体の

約 1.9 倍であった。外来受診者のうち生存者の１日当たり医療費は 80-84 歳でピークとなり、

それ以降低下した。外来死亡者の 45%は死亡月に４枚以上のレセプトを持ち、死亡月の１日当

たり医療費は 70 歳以上計で生存者の 1.9 倍で、年齢階級別にみると 80-84 歳でピークとなり、

それ以降年齢の上昇とともに急激に低下した（図６a）。 
 

図６．外来死亡者の死亡月の医療費：1999年
（ａ）１日当たり医療費 （ｂ）受診者１人当たり１か月医療費

（注１）生存者は1999年4月から9月の平均、死亡者は死亡月のみ。
（注２）受診者１人当たり１か月医療費では、死亡者の死亡月の受診日数を年齢階級別に生存者の１か月
      　受診日数と同じと仮定して、死亡者の死亡前１か月医療費を算出した。
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外来死亡者の死亡月の受診日数を年齢階級別に生存者の１か月受診日数と同じと仮定して

（注２）、外来死亡者の「死亡前１か月医療費」を算出し、これを生存者の受診者１人当たり１

か月医療費と対比させると図６(b)のとおりである。 
 
４．考察 
（１）本稿で用いたデータセットに関して 
 国保老人の 1999 年７月前後における外来レセプト１件当たり医療費の状況は次のように要

約される（府川，2000）。 
・レセプト１件当たり医療費は 1999 年７月前後で大きな変化はなかった。 
・ 院外割合は地域によって大幅に異なっていたが、月別変化はなく安定したものであった。レ

セプト１件当たり医療費は院外レセプトが院内レセプトの約 1.3 倍であった。 
・レセプト１件当たり医療費の年齢差・地域差は受診日数５日未満のレセプトでは小さく、受
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診日数５日以上で大きかった。しかし、１日当たり医療費でみると、受診日数５日以上のレ

セプトでも年齢差・地域差は相対的に小さかった。 
・薬剤比率が 80%以上のレセプトは全体で 10%程度と多くなく、１件当たり医療費も特に高く

はなかった。 
このデータセットを用いて、吉田（2000）は次のような結論を導いている。 

１）1997 年の外来薬剤費一部負担導入によって個人診療所については院内処方、院外処方とも

薬剤比率も請求点数も変化していないので、何の影響もなかった。医療法人診療所については、

院内、院外とも薬剤比率が減少したが請求点数は増加しているので、投薬から他の診療行為（指

導）へと代替がおこっている。 
２）1999 年の国庫負担導入後では、院内処方では薬剤使用比率は高くなったが、その分検査比

率や画像診断比率を下げて結果的に請求点数は低くなったか、ほとんど変化していない。した

がって、検査から薬剤への診療行為の代替が生じてきている。院外処方については、わずかで

あるが薬剤の使用比率は上がっている。他の診療行為からの代替は見当たらない。総じて、国

庫負担導入は薬剤の使用比率を上げる効果を持った。 
また、大日ら（2000）は院内処方では薬剤一部負担の導入によって医師による患者への配慮

が伺え（1999 年の改正に関しては有意な結果は得られなかった）、院外処方では概ね薬剤自己

負担によって高価格薬から低価格薬へのシフトがみられたと分析している。 
 
（２）本稿で得られた知見及び他の研究結果との比較 
国保老人の外来受診者は１か月単位でみると月に平均して 1.54 件のレセプトとなり、その分

布は 70 歳以上で１件 61％、２件 27％、３件以上 12％であった。一方、観察期間を６か月に

伸ばすと、平均レセプト件数は 7.8 で、その分布は 70 歳以上で 6 件以下 51％、7-12 件 35％、

13 件以上 14％となり、この分布を１か月単位のレセプト件数分布から類推することはできな

い。 
外来レセプトを受診者ごとに名寄せした結果、次のような点が明らかになった。 

・受診者１人当たり医療費の年齢階級別パターンは地域によって異なっていた。 
・受診者分類別受診者１人当たり１か月医療費は年齢による変化は少なく、受診者分類間に大

きな差があった。 
・受診者１人当たり１か月医療費の地域差は受診者分布の補正を行ってもあまり変わらなかっ

たが、価格補正を行うとほとんど解消した。 
・外来受診者のうち死亡した者の割合は１年で 0.6%であり、彼らの１日当たり医療費は受診者

全体の 1.9 倍であった。 
レセプト１件当たり医療費は年齢階級の上昇とともに単調増加したが、受診者１人当たり医療

費は 80-84 歳でピークとなり、それ以降ゆるやかに低下した（注３）。これは入院のみならず

外来においても、ある年齢を過ぎた高齢患者に対しては医学的介入に制約が伴うことを示唆し

ており、レセプト１件当たり医療費の年齢パターンとは対照的である。一方で、受診者１人当

たり１か月医療費を地域別にみると、外来医療費の高い地域（g1）は各年齢階級で高く、しか

も、年齢階級の上昇とともに増加し続けている可能性が示唆された。g1 における 85-89 歳の受
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診者数は 870 人、90 歳以上の受診者数は 393 人と相対的に少なくなり、高額の医療費を必要

とした受診者が平均医療費に大きな影響を与えている可能性は否定できない。 
 ここで用いた受診者分類は６か月間の各月のレセプト件数だけを基準にしているが、頻繁に

外来サービスを受診している者をとらえるには、レセプト件数のみならず受診日数も考慮すべ

きである。従って、本稿での分類は一次近似的なものであるが、それでも外来医療費は受診者

分類間に大きな差があることが確認できた。 
図５の結果は入院レセプト１件当たり医療費について同様の分析を行った府川（2001）の結

果と整合的であり、入院・外来を問わず受診者１人当たり医療費における地域差の大部分は価

格差で説明できることになる（注４）。高齢死亡者の１人当たり医療費を入院と外来に分けると

入院医療費が大部分を占め、死亡者１人当たり死亡前１年間の医療費は生存者１人当たり１年

間の医療費よりはるかに高く、かつ、死亡者の年齢階級の上昇とともに急激に低下した（府川，

1998）。外来死亡者についての図６の結果は 80-84 歳でピークとなりそれ以降低下するという

パターンを示し、入院と外来でパターンが異なることを示唆している。本稿での結果はサンプ

ル数が少ないため、今後の検証を必要としている。しかしながら、ある年齢を過ぎた高齢患者

に対しては医療行為に制約が伴う（医学的介入が困難になる）ことが死亡者に関して特に顕著

であることは、いろいろな国で報告されている。 
 
表３．４か国比較

フランス 日本 ドイツ オランダ
65歳の平均余命          2000 18.9 20.2 17.6 21.5
                                 2025 20.6 23.2 19.8 23.2
                                 2050 22.0 25.1 21.2 24.5
65歳の非障害平均余命  1990 11.1 16.1 12.4 8.5

公的医療保険の適用率（％） 99.5 100.0 92.2 74.6

医療費の対GDP比（％）  a)     2002 9.7 7.8 (d) 10.9 9.1
　医療費に占める患者負担割合（％） 9.8 16.5 (d) 10.4 10.1
　医療費に占める私的保険割合（％） 13.2 0.3 (d) 8.6 17.1

１人当たり医療費 65+/(0-64)  b)     3.0 4.9 2.7 4.4
                         修正後       c)          3.5 4.1 2.6 3.1

介護費の対GDP比（％）      2000 0.7 0.8 1.3 2.5

a) OECD Health Data 2004
b) OECD (1996), OECD (2001)
c) 府川 (2002a)
d) 2001
出典：Scheil-Adlung (2003).  
 
死亡者の死亡前１年間の医療費は 65-69 歳の死亡者１人当たり死亡前１年間の医療費を
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100％とすると、85 歳以上の死亡者１人当たり死亡前１年間の医療費は日本やオランダで 50％
（府川, 2002b ; Van Vliet and Lamers. 1998）、ドイツ 63％（Busse, Krauth and Schwartz, 
2002）、アメリカ 66％（Lubitz and Riley, 1993）、スイス 71％（Felder, 2003）、と国によっ

て低下の割合は異なるが、死亡者１人当たり医療費が年齢の上昇とともに低下することは共通

である。表３は社会保険方式を採用している４か国の種々の指標を比較したものである。介護

費の対 GDP 比や医療保険における公私の役割分担において大きな違いがあるが、65 歳の平均

余命では日本とオランダは類似している。制度の違いによらず先進各国に共通する現象を見い

だしていくことも１つの重要なアプローチであると考えられる。 
以上のように、外来受診者１人当たり１か月医療費はレセプト１件当たり医療費では得られ

ない情報を提供しており、今後受診者単位の分析が必要であることを示唆している。 
 
 
謝辞：6 月 30 日の DP 発表会において、コメンテータである井伊雅子氏（一橋大学）、佐藤雅

代氏（社人研）及び参加者の方々から貴重なご指摘・ご意見を頂いたことに感謝する。また、

データ使用に関し、国保中央会及び関係の方々のご協力に感謝する。 
 
 
（注１）国保中央会は平成 11・12 年度に老人保健健康増進等事業「高齢者に対する薬剤投与

に係る実態調査」を実施し、12 市町村から 1999 年４月から９月までの 65 歳以上の入院外レ

セプト及び調剤レセプトを収集した（さらに、１市については 1997 年 6 月から 11 月までのレ

セプト、１町については 1997 年 1 月から 1999 年 12 月までのレセプトを収集した）。収集し

たデータを分析するため研究会（代表：小椋正立法政大学教授）が組織された。筆者も研究会

のメンバーに加わり、その枠組の中で個票データを使用した。本稿は同研究会報告書用に提出

した原稿を改訂したものである。 
（注２）生存者の１か月受診日数は 70-74 歳 4.04 日、75-79 歳 4.28 日、80-84 歳 4.30 日、85-89
歳 4.23 日、90 歳以上 4.18 日であった。 
（注３）平成１４年度国民健康保険医療給付実態調査報告（厚生労働省保険局）によると、受

診率（被保険者 100 人当たりレセプト件数）は 75-79 歳をピークに、それ以降ゆるやかに低下

しているが、被保険者１人当たり入院外診療費は 75 歳以降も上昇している。しかしながら、

この調査では被保険者数から受診者数を算出することができないため、この調査の結果（つま

り、被保険者１人当たり入院外診療費）と本稿の受診者１人当たり外来医療費とを直接的に比

較することはできない。 
（注４）入院の場合、レセプト１件当たり医療費はほぼ受診者１人当たり医療費に近似できる。 
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